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 国際自動車工業連合会（Organisation	 Internationale	 des	 Constructeurs	 Rd'Automobil	 




を約 100 万台以上離しており、世界で圧倒的なシェアを有している（OICA	 2009、2010 年
メーカー別統計により）。この驚異的なデータの裏側でいったいどんなものが支えている
のだろうか。	 









































ている状態である［Sharman,2003;Sharman	 and	 Vikas,2004;Krumwiede,2005;Krumwiede	 and	 
Suessmair,2008;Atzlinger	 and	 Mayr,2010］。一方、ドイツとアメリカの比較研究も多数
存在している［Kellermanns	 and	 Islam,2004;	 MacArthur,2006;Krumwiede	 and	 Suessmair,	 





	 この背景の中で、Grasso［2005］は	 Sharman がドイツの限界計画原価計算（GPK）を一
つの選択肢として提案しており、その後、Anton	 van	 der	 Merwe と David	 E.	 Keys もう一
歩を進んだ Resource	 Consumption	 Accounting（RCA）という新しい原価管理技法を提案し
たと提示している［p.13］。ただ、この RCA は近年既に多くの英文献の中で論述されてい
るものである［Clinton	 and	 Webber,2004;Thomson	 and	 Gurowka,2005;Grasso,2005;	 
Krumwiede	 and	 Suessmair,2007;MacArthur,2008］。その中の先行研究にとると、RCA の本
質は、全く新しく提案された技法ではなく、簡単に言うと、もともとドイツの限界計画原
価計算（GPK）と活動基準原価計算（ABC）を混合して作られたものであり、いわゆる混合






























図表 0-1	 研究アプローチモデル	 
原価管理技法の違い	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 慣行の違い	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 原価構成の違い	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （歴史要因）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （現実要因）	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 歴史的発展	 	 	 	 	 	 	 企業の特質	 	 	 	 	 	 社会文化の伝統	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 生産構造	 






































ず 1876 年にドイツで Nikolaus	 Otto という技術者がガソリンエンジンを発明し、その後、
1880 年代半ばに南部ドイツにおいて Gottlieb	 Daimler と Karl	 Benz の二人の天才的技術
者がそれぞれ独自で改良し自動車を発明したと述べている［p.52］。	 
















第二節	 世界市場シェアの比較	 	 
	 世界の自動車市場では日本、アメリカ、ドイツの三ヶ国の位置づけをより明確にするた
めに、最近十年間の生産台数の統計データを見てみよう。データはすべて国際自動車工業
連合会（Organisation	 Internationale	 des	 Constructeurs	 Rd'Automobiles、略称 OICA）
の統計によるものである。図表 1-2 は 2002 年から 2011 年までの自動車生産の主要国の生
産台数の推移である。	 
	 
出所：１、OICA	 2002〜2011 年国別生産台数の統計データに基づき作成したもの（2012 年 12 月まで）	 
	 	 	 	 	 	 ２、生産台数は乗用車と商用車の合計である	 











2002	   2003	   2004	   2005	   2006	   2007	   2008	   2009	   2010	   2011	  
図表1-2　国別自動車生産台数の推移	 	 




















































































































から 1950 年代の前半頃には、日本企業の中では VE（Value	 Engineering）は購買した部品
のコストを管理する一つの方法として実施されていた。また、アメリカ政府主導の Design	 
To	 Cost の概念からの影響もあり、そこで徐々に日本的原価企画の最初のひな形に形成さ


























































































































よると、日本自動車メーカーの系列に属する部品メーカーは 1 次から、2 次、3 次まで垂
直的に分業している。それ以外、特定系列に属さない独立部品メーカーも存在している。
そして、1979 年工業統計表により、2 次、3 次のピアミッドの底辺を形成しているのは従






を占めている。さらにその中で全体の 79.4％を占めているのは 19 人未満の零細企業であ
る。これらの企業数は 1 万 557 社が存在している。部品購買費用は日本の自動車メーカー
の売り上げ原価の中で 60％〜70％ぐらい占めており、その中で凡そ 30％が零細 3 次下請
けにより生産されていると推定される［p.51］。ただ、1 次メーカーの数は、平均 200～
300 社にすぎない［池田,1999,pp.2-3］。	 



















































































































































































































































































































時の日本企業にとって必要とされる処方箋を示すという着目点から ABC と ABM を深く検討
している。	 
































い。それでは、より具体的に ABC の特徴を明確にするため、以下の例題を作った。	 
	 
２、計算例	 






運搬距離と管理時間と仮定する。具体的な情報は図表 3-4 のように示している。	 
図表 3-4	 
	 原価作用因	 製造間接費	 配賦基準	 配賦率	 
機械修理	 修理時間	 20,000 円	 200h	 100 円/h	 
設計活動	 設計回数	 300,000 円	 1,500 回	 200 円/回	 
運搬作業	 運搬距離	 50,000 円	 1,000km	 50 円/km	 






	 したがって、例えば機械修理の場合、製品 A に対する配賦原価の計算は：	 
	 例：	 製品 A に対する配賦原価＝100×200×3/(3+4+3)＝6,000	 
	 そのように、各活動は A、B、C 三つの製品に対するそれぞれの配賦原価金額を計算でき
る。具体的な結果は図表 3-5 のようになる：	 
図表 3-5	 
	 製品 A	 製品 B	 製品 C	 
機械修理	 6,000 円	 8,000 円	 6,000 円	 
設計活動	 100,000 円	 100,000 円	 100,000 円	 
運搬作業	 35,000 円	 10,000 円	 5,000 円	 
部門管理	 30,000 円	 50,000 円	 20,000 円	 
配賦原価合計	 171,000 円	 168,000 円	 172,000 円	 
生産量	 3,500 円	 1,000 円	 500 円	 


































































































	 小谷［2001］の研究により、1898 年 Henry	 Ford は既に販売を目的とする自動車を製作







	 1908 年における、Ford の T 型車と GM 社の設立の二つ出来事はアメリカ自動車産業の発
展にとって重大な意味を持っている。自動車の生産台数はこの時期から 10 万台レベルか
ら 100万台レベルと飛躍的に増大したのである。1908年には 6万 4000に過ぎなかったが、
1909 年になると生産台数は 10 万台を超えて一気に 12 万 4000 台を至った。そして、1910
年代を通して自動車産業はさらに急速に成長と発展し、1916 年におけるついに 100 万台を
突破して152万6000台に達し、1917年当時最高の174万6000台を生産していた［pp.8-12］。

















































図表 3-6	 日米自動車の生産構造の対比	 
	 
出所：下川［2004,p.52］	 	 




















































































	 その中で、特に可変給に関しては、gain	 sharing、profit	 sharing あるいは個別、集団
ベースの奨励給が代表的な形態である。個別、集団ベースの奨励給とは、従来の出来高給、
歩合給、能力給を指し、近年の形態としては pay	 for	 skill/knowledge を表している［pp.78-	 
























































































































































































図表 4-4	 プロセス原価計算の適用領域	 
	 
出所：尾畑［1998,p.54］	 
	 尾畑［1998］は、プロセス原価計算と ABC 原価計算に対し簡単な比較を通していくつか
のポイントを指摘している。それは、プロセス原価計算はアメリカの ABC 原価計算の発展















図表 4-5	 プロセス志向的観点からの原価計算	 
	 
出所：河野［2000,p.155］	 























のアメリカ原価管理技法のところで挙げた ABC 計算例の例題をもう一度使ってみよう。	 
	 某工場では製品 A,	 B,	 C を生産している。各生産予定数量は A：3500 個、B：1000 個、C：
500 個（すなわち生産量の比例は A:B:C＝7:2:1）である。プロセスは四つがある：機械修
理、設計活動、運搬作業及び部門管理。そして、それぞれの原価作用因は修理時間、設計









ばれ、後者は lmn と呼ばれている）。lmn 配賦率の計算式は以下のようになる：	 
lmn の配賦率 = Σlmn 計画原価Σlmi 計画原価 ×100%	 
	 最後、それにより計算した配賦率と前計算したプロセス原価率を使い、プロセス原価率
の合計金額を計算できる：	 


















機械修理	 lmi	 修理時間	 200h	 20,000 円	 100 円/h	 27 円	 127 円	 
設計活動	 lmi	 設計回数	 1,500 回	 300,000 円	 200 円/回	 54 円	 254 円	 
運搬作業	 lmi	 運搬距離	 1,000km	 50,000 円	 50 円/km	 13.5円	 83.5 円	 
部門管理	 lmn	 ／	 ／	 100,000 円	 ／	 ／	 ／	 
	 例：①lmn の配賦率＝(100,000÷370,000)×100%＝27%	 	 	 
	 	 	 ②機械修理の配賦原価＝100×27%＝27	 
図表 4-7	 
プロセス	 機械修理	 設計活動	 運搬作業	 
計画プロセス量	 200h	 1,500 回	 1,000km	 
プロセス原価率	 127 円	 254 円	 83.5 円	 
生産量に依存するプロセス量の比率	 30%	 0%	 100%	 
製品種類数に依存するプロセス量の比率	 70%	 100%	 0%	 
	 例：	 機械修理の製品 A に対する配賦原価：	 
	 	 	 ①200×30%×127＝7,620;	 7,620÷5,000＝1.524	 
	 	 	 ②200×70%×127＝17,780;	 17,780÷3＝5,926.667;	 5,926.667÷3,500＝1.693	 
図表 4-8	 
	 製品 A	 製品 B	 製品 C	 
機械修理	 1.524+1.693 円	 1.524+5.927 円	 1.524+11.853 円	 
設計活動	 0.000+36.286 円	 0.000+127.00 円	 0.000+254.000 円	 
運搬作業	 16.700+0.000 円	 16.700+0.00 円	 16.700+0.00 円	 





















































































































c.Schmalenba	 ch の限界原価計算；d.Rummel の固定費に関する考察のである［pp.4-5］
（図表 4-10）。	 











価計算の提案をしたのである。ただし、1958 年の論文の中で Plaut は必ずしも自分が実務
的経験に基づく限界計画原価計算の最初の提案者ではない Gerland であると述べていた。
これに対して、限界計画原価計算の理論面については、決して新しいものではなく、既に


































	 また、風間［1997］の研究によると、1913 年にアメリカの Ford 社は、ベルトコンベア
システムを導入し自動車の量産体制を構築していたに対し、ドイツにおけるその導入は 10
年以上遅れ、1920 年代企業集中に伴う生産の大規模化の背景の中で始まった［p.37］。実












































































































































































































図表 4-12	 国別賃金カーブ（年齢階級別）	 
	 
出所：石水［2012,p.93］	 

















17％ぐらい高く（図表 4-12 のデータにより、およそ 30 代 25％、40 代 10％、50 代 15％の
平均値）、世界多くの先進国の中でも遥かに高いことが認識できる。	 	 











































図表 4-14	 国別賃金カーブ（勤続年数階級別）	 
	 
出所：石水［2012,p.94］	 
注：	 1.	 数値は製造業のもの	 
	 	 	 	 	 	 2.	 日本以外の国の起点は 1〜5 年であるが、日本は 1〜4 年で次の勤続階級は 5〜9 年（それ以降は他の	 	 	 	 













































三つのモデルを作成する。各国のモデルは図表 5-1、5-2 及び 5-3 の通りである。	 
図表 5-1	 日本のモデル	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 学術視点：①アメリカからの概念（VE、Design	 to	 Cost）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②日本企業の模索及びトヨタからの定着化	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③市場需求の変化	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 生産視点：①早期限量生産、車種多様化生産の伝統	 	 	 	 	 	 	 	 	 
原価企画	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②長期安定的サプライヤー関係により外注化生産	 
	 	 	 
原価改善	 	 	 	 	 経営視点：①顧客満足、品質向上等を重視すると同時に効率性を追求	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②長期的経営計画を重視	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③長期雇用制度	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ④労働者の個人差を評価できる能力・競争主義の報酬制度	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 文化視点：	 ①団結、協力的な文化	 
②北欧型と大陸型の特徴をそれぞれ有している独特な社会保障制度	 
	 図表 5-1 は日本のモデルである。日本では、代表的な原価管理技法は主に原価企画と原
価改善になる。	 

















図表 5-2	 アメリカのモデル	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 学術視点：①アメリカ製造業の競争力低下による経営効率性向上の必要性	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②会計システムの時代遅れ	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③Taylor の科学的管理法	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 生産視点：①Ford 大量生産方式による間接部門の肥大	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②生産の垂直的統合による部品内製化の向上	 
活動基準原価計算	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③部品メーカーの独立性が強い	 
	 
標準原価計算	 	 	 	 	 経営視点：①企業間の提携は取引関係に縛られる	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②短期的収益性を戦略的に重視	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③強力な労働組合と経営側の敵対的な関係	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ④団体内の厳しい階級関係	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⑤集団ベースによる労働者のインセンティブ評価制度	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 文化視点：①自己責任精神の提唱による協力意識の低下	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②低負担低福祉の社会保障制度	 
















































図表 5-3	 ドイツのモデル	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 学術視点：	 ①アメリカの活動基準原価計算（ABC）からの影響	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②Schmalenbach の原価計算	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③Rummel の固定費考察	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ④アメリカの直接原価計算からの影響	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ⑤全部原価計算の欠点	 
	 
プロセス原価計算	 	 	 	 生産視点：①手作り生産の伝統	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②戦後“アメリカ化”大量生産方式による間接部門の肥大	 
	 
限界計画原価計算	 	 	 	 	 	 	 	 経営視点：①長期的経営計画に重視する傾向	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②労資参加の共同決定制	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ③労働協約制度による安定な労働条件	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ④製品性能の要求による精密なエンジニアリングの強調	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 文化視点：①産業発展により熟練工労働者の高い社会的ポジション	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ②労働者限定の保険制度から発展してきた社会保障制度	 





図表 5-4	 自動車産業における各原価管理技法の国別適合性	 













































































































































Appelbaum,E.	 and	 Batt,R.(1994),The	 new	 American	 workplace:	 Transforming	 work	 systems	 in	 the	 
United	 States,Ilr	 Pr	 
Atzlinger,G.	 and	 Mayr,A.(2010),”Developments	 in	 Cost	 Management	 -	 Important	 Milestones	 in	 
German	 Speaking	 Countries	 and	 Findings	 of	 An	 Empirical	 Survey”,An	 Enterprise	 Odyssey.	 
International	 Conference	 Proceedings,Volume	 1,Issue	 11,pp.501-512	 
Clinton,B.D.	 and	 Webber,S.A.(2004),”RCA	 at	 Clopay”,Strategic	 Finance,Volume	 86,Issue	 4,	 
pp.20-26	 
Cooper,R.(1995),When	 lean	 enterprises	 collide:	 competing	 through	 confrontation,Harvard	 
Business	 School	 Press	 
Cooper,R.	 and	 Slagmulder,R.(1997),Target	 Costing	 and	 Value	 Engineering,Productivity	 Press	 
Cooper,R.	 and	 Slagmulder,R.(1999),Supply	 Chain	 Development	 for	 the	 Lean	 Enterprise:	 
Interorganizational	 Cost	 Management,Productivity	 Press	 
Grasso,L.P.(Fall	 2005),”Are	 ABC	 and	 RCA	 Accounting	 Systems	 Compatible	 with	 Lean	 
Management”,Management	 Accounting	 Quarterly,Volume	 7,Issue	 1,pp.12-27	 
Kellermanns,F.W.	 and	 Islam,M.(2004),”US	 and	 German	 activity-based	 costing	 -	 A	 critical	 
comparison	 and	 system	 acceptability	 propositions”,Benchmarking,Volume	 11,Issue	 1,	 
pp.31-50	 
Krumwiede,K.(2005),”Rewards	 and	 Realities	 of	 German	 Cost	 Accounting”,Strategic	 Finance,	 
Volume	 86,Issue	 10,pp.26-34	 
Krumwiede,K.	 and	 Suessmair,A.(Spring	 2007),”Comparing	 U.S.	 and	 German	 Cost	 Accounting	 
Methods”,Management	 Accounting	 Quarterly,Volume	 8,Issue	 3,pp.1-9	 
Krumwiede,K.	 and	 Suessmair,A.(2007),”Getting	 Down	 to	 Specifics	 on	 RCA”,Strategic	 Finance,	 
Volume	 88,Issue	 12,pp.50-55	 
Krumwiede,K.	 and	 Suessmair,A.(Fall	 2008),”A	 Closer	 Look	 at	 German	 Cost	 Accounting	 Methods”,	 
Management	 Accounting	 Quarterly,Volume	 10,Issue	 1,pp.37-50	 
MacArthur,J.B.(Winter	 2006),”Cultural	 Influences	 on	 German	 versus	 U.S.	 Management	 




MacArthur,J.B.(2008),”Practical	 Guidelines	 for	 Replacement	 Cost	 Depreciation	 in	 RCA”,Cost	 
Management,Volume	 22,Issue	 1,pp.29-34	 
Marjanović,V.,Gavrilović,J.	 and	 Stanić,N.(2011),”US	 American	 Versus	 German	 Activity-Based	 
Costing.	 Effects	 on	 Business	 Decisions	 Management	 in	 The	 Automotive	 Industry”,Ekonomska	 
istraživanja,Ekonomski	 fakultet	 Pula,Hrvatska,Volume	 24,Issue	 2,pp.99-111	 
Rains,J.(2011),Target	 Cost	 Management	 -	 The	 Ladder	 to	 Global	 Survival	 and	 Success,CRC	 Press	 
Sharman,P.A.(2003),”The	 Case	 for	 Management	 Accounting”,Strategic	 Finance,Volume	 85,	 
Issue	 4,pp.44-46	 
Sharman,P.A.(2003),”Bring	 on	 German	 Cost	 Accounting”,Strategic	 Finance,Volume	 85,Issue	 
6,pp.30-38	 	 
Sharman,P.A.	 and	 Vikas,K.(2004),”Lessons	 from	 German	 cost	 accounting”,Strategic	 Finance,	 
Volume	 86,Issue	 6,pp.28-35	 
Thomson,J.	 and	 Gurowka,J.(2005),”sorting	 out	 the	 clutter”,Strategic	 Finance,Volume	 87,	 
Issue	 2,pp.27-33	 
Womack,J.P.,Jones,D.T.	 and	 Roos,D.(1990),The	 Machine	 that	 Changed	 the	 World:	 The	 Story	 of	 
Lean	 Production,	 沢田博訳(1990),『リーン生産方式が世界の自動車産業をこう変える』経済界	 
Kang,Su-Dol(1994),『Fordismus	 und	 Hyundäismus』Peter	 Lang	 
FOURIN(2006),『欧州自動車産業	 2005/2006』FOURIN	 
池田正孝(1999),「日本の自動車と自動車部品産業」『自動車工業』第 33 巻第 391 号,pp.2-8	 
石水喜夫(2012),『現代日本の労働経済』岩波書店	 
岩淵吉秀(1992),「原価企画の機能	 -	 情報共有化と知識創造の観点から」『企業会計』第 44 巻第 8
号,pp.1049-1055	 
大塚忠(2010),『ドイツの社会経済的産業基盤』遊文社	 
大西健夫(1998),『ドイツの経済	 -	 社会的市場経済の構造』早稲田大学出版部	 
岡野浩(1998),「欧米企業における原価企画実践の現状	 -	 CAM-I 原価企画プロジェクトを中心とし
て」『企業会計』第 50 巻第 6 号,pp.46-52	 
苧谷秀信(2001),『ドイツの労働』日本労働研究機構	 





界計画原価計算派からの批判の検討」『一橋論叢』第 107 巻第 5 号,pp.705-724	 
尾畑裕(1998),「ドイツにおける ABC/ABM の適用から学ぶもの」『企業会計』第 50 巻第 6 号,pp.53-59	 
尾畑裕(2000),「ドイツにおける原価企画の受容と展開」『会計』第 157 巻第 3 号,pp.186-198	 
風間信隆(1997),『ドイツ的生産モデルとフレキシビリティ	 -	 ドイツ自動車産業の生産合理化』中
央経済社	 











櫻井通晴(1993),「原価企画と ABC」『租税研究』第 520 号,pp.100-113	 






谷武幸(1996),「原価企画のエレメント：日独比較」『国民経済雑誌』第 173 巻第 3 号,pp.35-49	 
靍日出郎(1998),「ドイツにおけるプロセス原価計算」『経済と経営』第 29 巻第 2 号,p373-414	 
戸原四郎・加藤栄一・工藤章(2003),『ドイツ経済	 -	 統一後の 10 年』有斐閣	 





ナル』第 1 巻,pp.127-134	 
中田範夫(1995),「プラウトの限界計画原価計算に対する影響要因	 -	 全部原価計算の不十分さ並
びにルンメルの固定費考察」『山口経済学雑誌』第 42 巻第 5、6 号,pp.487-509	 
中田範夫(1997),『ドイツ原価計算論	 -	 直接原価計算を中心に』晃洋書房	 
中田範夫(1998),「プロセス原価計算の特徴」『山口経済学雑誌』第 46 巻第 1、2 号,pp.69-90	 
日本会計研究会(1996),『原価企画の課題』森山書店	 
長谷川惠一(1992),「ABC 論の高揚と日本における反応」『企業会計』第 44 巻第 8 号,pp.1056-1062	 
馬頭忠治(1985),「現代の企業組織と生産構造の分析	 -	 自動車産業の分析を中心として」『鹿児島
経大論集』第 26 巻第 2 号,pp.69-101	 
目時壮浩(2009),「標準原価計算における原価管理機能の意義の再検討：ABM との比較を通じた考察」
『商学研究科紀要』第 69 号,pp.325-336	 
門田安広(1991),『自動車企業のコストマネジメント	 -	 原価企画・原価改善・原価計算』同文舘	 
門田安広(1994),『価格競争力をつける	 -	 原価企画と原価改善の技法』東洋経済新報社	 
国際自動車工業連合会(OICA)の生産量統計ページの 1998 年から 2011 年までの国別生産量統計デー
タ（2012 年 12 月）により(	 http://oica.net/category/production-statistics/)	 
国際自動車工業連合会(OICA)の生産量統計ページの 2009 年、2010 年のメーカー別生産量統計デー
タ（2012 年 12 月）により(	 http://oica.net/category/production-statistics/)	 
国際自動車工業連合会(OICA)の生産量統計ページの 2002 年から 2011 年までの国別生産量統計デー
タ（2012 年 12 月）により(	 http://oica.net/category/production-statistics/)	 
財務省の日本の税制・財政の現状全般による国民負担率の内訳の国際比較（2009 年度）
（http://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/020.htm）	 
財務省の財政関係基礎データによる平成 24 年度の国民負担率の国際比較（2012 年 2 月）
(http://www.mof.go.jp/budget/fiscal_condition/basic_data/201104/press20120203.htm)	 
	 
